
※印は過去実績 Ｈ24.5月

財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考

１日 １日

２日 △1,600
（△）法人税・保険
（△）申告所得税

 ◇申告所得税
　　 ＝予定納税1期分

２日

３日 △12,400 （△）財投貸付回収 ３日

４日 +15,400
（＋）普通交付税
地方特例交付金

（△）法人税・保険揚げ

（＋）普通交付税
（△）３月期決算分

大幅法人税・保険揚げ

 ◇法人税＝３月決算分
    ※22年度税・保険揚げ
    ＝6.9兆円程度

（＋）国立大学法人
運営費交付金

（△）法人税・保険

 ※22年度税・保険揚げ
    ＝2.9兆円程度
 ◇国立大運営費
     =予算総額の1/4程度

（＋）普通交付税
（△）法人税・保険

  ※22年度税・保険揚げ
      ＝4.4兆円程度

４日

５日 +3,700 ５日

６日 △18,100
（＋）恩給

・国債発行(10年)
（＋）恩給 ◇予算総額の1/4程度 （△）財投貸付回収 ６日

７日
（△）法人税・保険揚げ

・国庫短期証券
発行･償還(3M)

 ※22年度税・保険揚げ
    ＝3.3兆円程度

７日

８日 ８日

９日 +20,100
・国庫短期証券発行･償還(3M)

・国庫短期証券償還(2M)
９日

１０日 △8,800 ・国庫短期証券発行･償還(6M) ・国債発行(10年) １０日

１１日 +1,500 １１日

１２日 △800 （△）源泉税揚げ
（△）大幅源泉所得税・
         労働保険揚げ

 ◇労働保険＝第1期納付分
  （ 22年度実績 ＝計0.7兆円）
 ◇夏季賞与分 22年度税揚げ
     ＝1.7兆円程度

（△）源泉所得税   ※22年度税揚げ＝0.5兆円 １２日

１３日 +29,000
（＋）年金定時払い

・国庫短期証券発行(2M)
（△）源泉所得税

 ※22年度税揚げ
    ＝0.5兆円

１３日

１４日
（△）源泉税揚げ
・国庫短期証券

発行･償還(3・6M)

 ※22年度税揚げ
    ＝0.6兆円程度

（△）源泉所得税
 ◇夏季賞与分 22年度税揚げ
     ＝0.8兆円程度

１４日

１５日 ・国債発行･償還(2年) （＋）年金定時払い
 ◇年金定時払い
　  ＝6.5兆円程度

（＋）年金定時払い
 ◇年金定時払い
　  ＝6.5兆円程度

１５日

１６日 △3,700
・国庫短期証券発行･償還(3M)

・国債発行･償還(2年)
１６日

１７日 △6,600 ・国債発行(30年) ・国債発行(40年) １７日

１８日 +3,300 １８日

１９日 +3,000 １９日

２０日 △35,500
・国庫短期証券発行･償還(1Y)

・国債発行(5年)
（＋）国債大量償還

・利払い
  ※23年度公債利子支払資金
                        ＝1.9兆程度

（＋）国債大量償還　
・利払い
  ※23年度公債利子支払資金
　                      ＝2.3兆程度

２０日

２１日
・国庫短期証券

発行･償還(3M・1Y)
・国債発行(5年)

２１日

２２日 ２２日

２３日 +10,500 ・国庫短期証券発行･償還(3M) ２３日

２４日 △7,700 （△）申告所得税 ２４日

２５日 +9,900
・国庫短期証券
発行・償還(2M)

２５日

２６日 +1,600 ・国債発行(20年) ２６日

２７日 △3,700 ・国庫短期証券発行･償還(3M) ２７日

２８日
・国庫短期証券
発行･償還(3M)

・国債発行(20年)
２８日

２９日 ２９日

３０日 ３０日

３１日 ３１日

※普通交付税＝4兆1047億  （＋）地方法人特別譲与税=月末近辺 （△）財投貸付回収 （＋）地方法人特別譲与税（３月決算分） （＋）地方特例交付金（23年度予算 1554億）

※地方特例交付金＝637億 (23年度実績 800億程度)  ＝月末近辺(23年度実績 3100億程度) （△）財投地方貸し回収＝1・3営業日近辺、

 （＋）財投地方貸し実行＝下旬

 ・出納整理期間=※4月下旬に大幅払超

銀行券要因

未定 未定

４月 ５月

△１兆３１６７億（２４年度）

                          25日近辺と翌々営業日

６月

７月

（＋）連休明けに還流超 （△）賞与支給による発行超

（△）普通交付税、年金定時払及び出納整理期に
おける支払等がある一方、

申告所得税・消費税等租税の受入、
国債・国庫短期証券等が発行超であったことから揚超

△１０７３億（２４年度）

５月

（＋）大幅法人税揚げの一方、
普通交付税、年金定時払い、
国債等の償還超により払超
＋７兆７８８０億（２３年度）

（△）下旬に連休資金需要で発行超

＋１兆９７００億（２４年度見込み） △４５1０億（２３年度）

６月 ９月

＋３０４４億（２３年度）

未定未定 未定

財政等要因

年間資金需給見込み　（Ｈ２４．４月実績、Ｈ２４．５～Ｈ２４．９）

７月 ８月４月

（△）財政融資資金の貸付がある一方、
租税の受入があり、また、国債等・国庫短期証券等の

発行超により揚超
△９兆５０００億（２４年度見込み）

（△）大幅源泉税揚げ、
国債発行超により揚超

△１１兆７８４３億（２３年度）

（＋）租税揚げ、財政融資資金回収等がある一方、
普通交付税・国債償還超により払超

+４兆５４４２億（２３年度）

（△）年金定時払等がある一方、
源泉税揚げ、国債等の発行超により揚超

△３兆２９１５億（２３年度）

９月

財政等要因

△７１１億（２３年度） ＋１７５３億（２３年度）
銀行券要因

８月



※印は過去実績 Ｈ24.5月

財政要因（確報） 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考 財政要因 備考

１日 １日

２日
（＋）普通交付税
（△）法人税・保険
（△）労働保険揚げ

 ◇労働保険 ＝第2期納付分
 （22年度実績 ＝計0.6兆程度）

　 ２日

３日
（＋）国立大学法人

運営費交付金
（△）法人税・保険

 ※22年度税・保険揚げ
    ＝3.0兆円程度
 ◇国立大運営費
　　　　　　　 =総額の1/4程度

３日

４日
（△）法人税・保険
（△）申告所得税

 ◇法人税＝中間決算分
 ※22年度税・保険揚げ
     ＝5.2兆円程度
 ◇申告所得税
　　  ＝予定納税2期分

（△）法人税・保険
（△）労働保険揚げ

 ※22年度税・保険揚げ
    ＝4.7兆円程度

 ◇労働保険 ＝第3期納付分
　（22年度実績 ＝0.5兆程度）

（△）法人税・保険
※22年度税・保険揚げ

    ＝4.0兆円程度
４日

５日 （＋）恩給 ◇予算総額の1/4程度 ５日

６日 （＋）恩給 ◇予算総額の1/4程度 ６日

７日 ７日

８日
（△）法人税・保険揚げ

（＋）国立大学法人
運営費交付金

 ◇国立大運営費
 ＝総額（約1.2兆）の1/4程度

８日

９日 ９日

１０日 １０日

１１日 １１日

１２日 （△）源泉所得税
※22年度税揚げ

   ＝0.5兆円
（△）源泉所得税

 ※22年度税揚げ
    ＝0.6兆円

１２日

１３日 １３日

１４日 （△）源泉所得税
 ※22年度税揚げ
    ＝0.5兆円

（＋）年金定時払い
 ◇年金定時払い
　  ＝6.5兆円程度

（△）源泉所得税  ※22年度税揚げ ＝0.4兆円 （△）源泉所得税  ※22年度税揚げ ＝0.5兆円 １４日

１５日 （＋）年金定時払い
 ◇年金定時払い
　  ＝6.5兆円程度

（△）源泉税揚げ
 ◇源泉税揚げ
 ＝冬季賞与・年末調整分
 ※22年度税揚げ ＝1.0兆円

（＋）年金定時払い
 ◇年金定時払い
　  ＝6.5兆円程度

１５日

１６日 １６日

１７日 １７日

１８日 １８日

１９日 １９日

２０日 （＋）国債大量償還
 ・利払い
   ※23年度公債利子支払資金
                         ＝1.9兆程度

２０日

２１日 （＋）国債大量償還
・利払い
  ※23年度公債利子支払資金
 　　　　　　　　　 ＝2.3兆程度

２１日

２２日 ２２日

２３日 ２３日

２４日 ２４日

２５日 ２５日

２６日 ２６日

２７日 ２７日

２８日 （＋）年度末諸払い ２８日

２９日 （＋）年度末諸払い ２９日

３０日 ３０日

３１日 ３１日

（＋）地方法人特別譲与税等 （＋）特別交付税  （＋）大幅地方法人特別譲与税（中間決算分）＝ （＋）特別交付税

 ＝月末近辺(※23年度実績 7900億程度) （△）財投貸付回収 月末近辺(※23年度実績 6000億程度） （△）財投地方貸し回収＝1・3営業日近辺、
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銀行券要因
△１６５１億（２３年度）

財政等要因

１０月

△４１２６億（２３年度） △４兆５３６０億（２３年度） ＋３兆８０８６億（２３年度）

１１月 １２月 １月

未定未定

２月 ３月

未定

25日近辺と翌々営業日

未定

３月１２月 ２月

（＋）上旬に年末資金還流超

未定未定

（△）賞与支給・年末資金需要により発行超

年間資金需給見込み（Ｈ２４．１０月～Ｈ２５．３月）

１月

（△）年金定時払いがある一方、
税揚げ、国債発行超により揚超

△４兆６２９６億（２３年度）

（△）普通交付税の交付や外国為替資金等の
支払がある一方、

租税の揚げ、国債等の発行超により揚超
△１３５８億（２３年度）

（＋）大幅法人税揚げ等ある一方、
年金定時払い・国債償還超により払超

＋６兆３４４３億（２３年度）

（△）源泉所得税・消費税等の受入があり、
国債・国庫短期証券も発行超により揚げ

△１４兆５３８億（２３年度）

１０月 １１月

銀行券要因
△３０６８億（２３年度） △３４７７億（２３年度）

財政等要因

（△）年金定時払いがある一方、
消費税・源泉所得税等の受入、

国債等の発行超により揚超
△１０兆１５０２億（２３年度）

（＋）公共事業をはじめとする年度末諸払い、
国債償還超により払超

＋９兆６０５億（２３年度）


	更新

